
 

 

 

 

 

平成27年度統計法施行状況に関する 

審議結果報告書 

（平成28年度上半期審議分） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成28年10月７日 

総務省統計委員会 
  



  



はじめに 

 

統計委員会は、統計改善の道筋をつける「司令塔」の役割を果たすことが期待されて

おり、この報告書もその活動の一端を明示する役割を担っている。 

 

統計に関する議論が活発になるなかで、今年度の報告書は、二つの大きな前進を示す

ことができた。一つは、横断的課題検討部会による報告が初めてなされたことである。

統計に関する府省横断的課題を検討することで、分散型統計機構の欠点を小さくするこ

とが期待できる。政府統計に共通の問題を摘出し、改善をたゆみなく行うことで、ある

べき統計の姿に近づけることができる。今年の報告書はその第一歩を印す重要なマイル

ストーンとなっている。まだ小さな第一歩であるが、今後も着実にこの歩みを進めてい

く所存である。 

 

もう一つは、審議対象の取り上げ方の革新である。今年度は、経済財政諮問会議で指

摘された課題など、政策運営、国民にとって重要度の高いものを審議対象として積極的

に取り入れ、審議を行っている。従来、制度的制約から総務省をはじめとする各府省か

らの諮問への答申のみを行うことにとどまりがちであったが、そうした「受け身」の体

制から脱却し、現在生じている問題を積極的に取り上げ、対処法について審議するとい

う意味で、この点でも着実な第一歩を踏み出すことができたと考えている。 

  



本報告書の位置付けと構成 

 

統計委員会では、統計法（平成19年法律第53号。以下「法」という。）第55条第２項の

規定により総務大臣が取りまとめた法の施行状況について報告を受け、同条第３項の規

定に基づき関係大臣に意見を述べるかどうかも含め、毎年度審議を実施している。 

 

この法施行状況に関する審議は、法第４条の規定に基づく「公的統計の整備に関する

基本的な計画」（以下「基本計画」という。）の着実な推進を図る重要な役割も担ってい

る。 

計画期間を５年とする基本計画は、第Ⅰ期の計画が平成21年３月13日に、第Ⅱ期の計

画（以下「第Ⅱ期基本計画」という。）が平成26年３月25日に閣議決定されている。 

 

本年度の法施行状況に関する審議は、この第Ⅱ期基本計画の２年目に当たる平成27年

度に各府省が行った取組を確認するとともに、本年度から新たに着手した横断的課題の

検討を行うものである。本報告書は、統計委員会において、平成28年度上半期に行った

当該審議の結果を取りまとめたものである。 

 

上記のほかに、統計委員会に諮問されたことがない基幹統計の見直し状況を10月以降

に審議することとしているが、その結果は、別途報告書として取りまとめる予定である。 

 

本報告書の構成は、「本編」と「資料編」の２編となっている。「本編」では、検討の

経緯や基本計画部会における審議結果等を概括しており、「資料編」では、基本計画部会

及び横断的課題検討部会新旧データ接続検討ワーキンググループ会合の審議で使用され

た資料等を添付している。 

  



本報告書の概要 

横断的課題への対応 

課題 統計委員会の示した方針 
標本交替時、旧標本による

データと新標本によるデー

タをどのように接続すべき

か 

◆断層抑制のため、断層が過度に広がる前に標本を交替

させ、それを前提にそのまま接続することを推奨 
◆ユーザーニーズの強いものに関しては、継続標本によ

る参考値の作成検討を推奨 
 

第Ⅱ期基本計画（平成 27 年度に取り組んだ事項）の進捗確認 

 項目 担当府省 統計委員会の示した方向性 

１ 

経済センサス－活動

調査の中間年におけ

る事業所母集団情報

の整備 

総務省 

◆プロファイリング調査 ※１や地域ごとのロ

ーリング調査 ※２の導入は評価 
◆インターネット活動中心の企業の捕捉方法

の検討が必要 
◆法人番号活用による母集団情報の精度向上

の検討が必要 
※1 ヒアリングなどによる継続的な調査 
※2 地域分割して複数年かけて全地域を調査 

２ 
売上高等の集計に関

する消費税の取扱い 
総務省 

◆税抜き計数を税込み補正して公表するため

のガイドライン策定は有意義 
◆消費税の取扱いに関するガイドライン適用

の早期・幅広な推進を期待 

３ 
第３次産業活動指数

の基幹統計化 
経済 
産業省 

◆現時点で基幹統計化が困難との判断はやむ

を得ない 
◆サービス統計整備は政府全体の課題であ

り、継続的な取組が必要 

４ 
建築物リフォーム・リ

ニューアルの把握 
国土 
交通省 

◆建築物リフォーム・リニューアル調査を建

設総合統計及び国民経済計算へ反映する見

直しを評価 
◆四半期別ＧＤＰの２次速報に間に合うよう

公表の早期化に努めることが必要 

５ 

学校教育から就業へ

のライフコースを的

確に捉える縦断調査

の実施 

文部 
科学省 

◆21 世紀出生児縦断調査（平成 13 年出生児）

の調査客体に対し、教育面を含む調査事項

を追加して調査を実施することは非常に有

意義 
◆調査協力への理解を深めることにより、回

答者数の維持、回答精度の向上を図ること

が重要 

６ 
ｅ－Ｓｔａｔによる

情報提供機能の改善 
総務省 

◆ニーズの幅広い把握、機能拡充を期待 
◆統一形式でデータ利用可能なデータベース

化の推進が重要 
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Ⅰ 検討の経緯等 
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統計委員会は、統計改善の道筋をつける「司令塔」の役割を果たすことが期待されてお

り、この報告書もその活動の一端を明示する役割を担っている。 

 

統計に関する議論が活発になるなかで、今年度の報告書では、二つの大きな前進を示す

ことができた。一つは、横断的課題検討部会による報告が初めてなされたことである。統

計に関する府省横断的課題を検討することで、分散型統計機構の欠点を小さくすることが

期待できる。政府統計に共通の問題を摘出し、改善をたゆみなく行うことで、あるべき統

計の姿に近づけることができる。今年の報告書はその第一歩を印す重要なマイルストーン

となっている。まだ小さな第一歩であるが、今後も着実にこの歩みを進めていく所存であ

る。 

 

もう一つは、審議対象の取り上げ方の革新である。今年度は、経済財政諮問会議で指摘

された課題など、政策運営、国民にとって重要度の高いものを審議対象として積極的に取

り入れ、審議を行っている。従来、制度的制約から総務省をはじめとする各府省からの諮

問への答申のみを行うことにとどまりがちであったが、そうした「受け身」の体制から脱

却し、現在生じている問題を積極的に取り上げ、対処法について審議するという意味で、

この点でも着実な第一歩を踏み出すことができたと考えている。 

 

１ 検討の経緯 

総務大臣は、法第55条第１項の規定に基づき、法の施行状況について各府省に報告

を求め、同条第２項の規定に基づき、毎年度その報告を取りまとめ、その概要を公表

するとともに、統計委員会に報告することとされている。そして、この報告を受けた

統計委員会は、同条第３項の規定に基づき、関係大臣に意見を述べることができるこ

ととされている。 

統計委員会は、平成28年６月30日開催の第98回統計委員会における総務大臣からの

平成27年度の法施行状況報告を受け、直ちに基本計画部会に付託して、審議を開始し

た。 

 

２ 審議の対象（本報告書の対象） 

本報告書は、総務大臣からの報告を受けて平成28年度前半に行った、第Ⅱ期基本計

画に記載された事項への各府省の取組状況に関する審議の結果と、今年度から新たに

「横断的課題検討部会」を設置して検討に着手した横断的な課題の検討のうち、「サン

プル替えに伴い遡及改訂する際の過去サンプルとの整合性確保のあり方」に関する審

議の結果を取りまとめたものである。 

なお、第Ⅱ期基本計画に掲げられている「これまで統計委員会に諮問されていない

基幹統計（基幹統計調査）を中心に、品質評価の要素に沿った見直し状況や基幹統計

としての重要性及び必要性の充足状況等について計画的に確認する」取組については、

昨年度までと同様、年度後半に実施する予定であり、本報告書には含まれていない。 
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３ 審議の進め方 

＜第Ⅱ期基本計画への取組状況に関する審議＞ 

審議は、「平成27年度統計法施行状況に関する審議の進め方について」（平成28年６

月30日基本計画部会決定）（資料１参照）に沿って、以下のとおり行われた。 

 

（１）審議方法、審議回数 

審議は、基本計画部会において、必要に応じて関係府省からの追加の提出資料や

関係府省に対するヒアリング等を通じ、取組状況や今後の見通し等を確認するとい

う方法で実施し、結果を報告書として取りまとめることとした。６月に審議の進め

方及び審議事項を決定した後、具体的な審議は、ヒアリング及び質疑を７月及び８

月に１回ずつ、取りまとめ審議を９月に１回の計３回実施とした。 

 

（２）審議事項の選定の考え方 

今年度は、昨年度以上の諮問（昨年度９件から今年度15件に増加）があるほか、

横断的課題の審議も並行して行われることから、効率的な審議が必要であり、第Ⅱ

期基本計画において実施時期が「平成27年度末まで」とされている事項を中心に、

事項を絞り込んで審議をすることとした。具体的には、以下の１）の事項はすべて

確認することを基本に、審議回数や以下の２）を総合的に勘案して選定することと

した。 

 

１）審議対象とする事項 

①実施時期が「平成27年度末まで」となっている事項 

②実施時期が「平成26年度末まで」となっているが、昨年度の審議で評価を先

送りした事項 

③実施時期が上記以外となっているが、前倒しで、担当府省が新たに実施済あ

るいは実施困難の結論を出している事項 

④上記の事項のほか、平成27年度に取り組んだ事項の中で、委員が本年度の審

議で重点的に確認しておくべきと考える事項 

（注）なお、以下のものは審議対象としない。 

①平成27年度に答申済みの事項、②平成28年度に諮問予定の事項、③平成26年度統計法施行状

況審議で「実施済」と評価された事項、④第Ⅱ期基本計画に係る統計法施行状況報告に記載さ

れていないもの 

 

２）審議事項を選定する際に考慮する事項 

①複数の委員から意見が出るなど統計委員会全体として関心の高い課題 

②取組が不十分だと委員が考える課題 

③政策運営、国民にとって合理的な意思決定等の観点から統計整備の重要度の

高い課題（例：経済財政諮問会議で指摘があった課題に関連するもの） 

④政府全体の統計整備への効果が大きい、又は広範に及ぶ課題（例：事業所母

集団ＤＢの整備など、多くの統計が影響を受ける課題に関連するもの） 
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（３）審議事項等 

上記を踏まえ、以下のとおり６つの審議事項を選定した。また、上記（２）の１）

の①から③のうち今回の審議対象としなかった事項は、統計委員会として、現時点

において、各府省からの報告に関して改めて確認する必要がないと判断したものと

した。 

■第１回目の審議事項（７月26日 基本計画部会） 

①経済センサス‐活動調査の中間年における事業所母集団情報の整備 

②売上高等の集計に関する消費税の取扱い 

■第２回目の審議事項（８月25日 基本計画部会） 

③第３次産業活動指数の基幹統計化 

④建築物リフォーム・リニューアルの把握 

⑤学校教育から就業へのライフコースを的確に捉える縦断調査の実施 

⑥ｅ－Ｓｔａｔによる情報提供機能の改善 

（各審議事項に関する委員の問題意識については、資料２「平成27年度統計法施行

状況報告のうち、各府省に説明を求める事項についての委員意見」参照） 

 

＜横断的課題に関する審議＞ 

統計委員会では、平成28年３月に取りまとめた「平成26年度統計法施行状況に関

する審議結果報告書（未諮問基幹統計確認関連分）」において指摘した、①公的統計

の横断的な課題として、統計的手法を活用した統計作成・提供改善の取組、②行政

記録情報、官民が保有するビッグデータ等を含めた新しい「統計情報」活用の取組

を、着実かつ速やかに推進させるため、専門的に審議する横断的課題検討部会を４

月に設置した。同部会では、当面の課題として「サンプル替えに伴い遡及改訂する

際の過去サンプルとの整合性確保のあり方」について統計法施行状況審議の一環と

して審議することとし、審議の場として、５月20日の第１回横断的課題検討部会（書

面による開催）で同部会の下に新旧データ接続検討ワーキンググループを設置した。 

同ワーキンググループでは、平成27年度統計法施行状況報告を受けて速やかに着

手し、審議の結果は、上記の第Ⅱ期基本計画への取組状況に関する審議結果報告書

に含めて取りまとめることとした。 

【審議体制】 

 

 

 

 

 

４ 審議経過 

上記「３」の審議の進め方に沿って、基本計画部会及び新旧データ接続検討ワーキ

ンググループで審議を行い、その結果を、平成28年９月29日の第72回基本計画部会・

第３回横断的課題検討部会（合同部会）に、審議結果報告書（案）の形で提示し、10

横断的課題検討部会 統計委員会委員全員で構成（部会長 西村委員長） 

新旧データ接続検討
ワーキンググループ 

（座長）北村委員、河井委員、中村委員 
（※川﨑委員も一部審議に参加） 
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月７日に統計委員会の「平成27年度統計法施行状況に関する審議結果報告書（平成28

年度上半期審議分）」として決定、公表した。 

審議経過は、以下のとおりである。 

 

＜第Ⅱ期基本計画への取組状況に関する審議＞ 

  平成28年 

６月30日 第98回統計委員会において、総務大臣から統計委員会に対し、「平成27
年度統計法施行状況報告」が提出され、第69回基本計画部会において審
議の進め方（審議事項含む）を決定 

７月26日 第70回基本計画部会において、以下の事項について各府省ヒアリングを
実施 
・経済センサス‐活動調査の中間年における事業所母集団情報の整備 
・売上高等の集計に関する消費税の取扱い 

８月25日 第71回基本計画部会において、以下の事項について各府省ヒアリングを
実施、平成27年度統計法施行状況に関する審議結果報告書構成案を決定 
・第３次産業活動指数の基幹統計化 
・建築物リフォーム・リニューアルの把握 
・学校教育から就業へのライフコースを的確に捉える縦断調査の実施 
・ｅ－Ｓｔａｔによる情報提供機能の改善 

９月29日 第72回基本計画部会（第３回横断的課題検討部会との合同部会）におい
て、平成27年度統計法施行状況に関する審議結果報告書案を審議 

10月７日 平成27年度統計法施行状況に関する審議結果報告書を決定、公表 

 

＜横断的課題に関する審議＞ 

  平成28年 

４月26日 第97回統計委員会において、横断的課題検討部会を設置 

５月20日 第１回横断的課題検討部会（書面審議）において、新旧データ接続検討
ワーキンググループ（ＷＧ）を設置 

６月30日 第１回新旧データ接続検討ＷＧ会合において、審議の進め方等を決定、
現状の報告を受け検討すべき論点を決定 

７月29日 第２回新旧データ接続検討ＷＧ会合において、商業動態統計調査につい
ての現状の追加的報告、検討すべき論点に対する考え方の整理を審議 

８月31日 第３回新旧データ接続検討ＷＧ会合において、審議取りまとめ結果を審
議、サンプル替えの影響の計測方法について説明（前回説明分の一部に
ついてより分かりやすく説明） 

９月29日 第３回横断的課題検討部会（第72回基本計画部会との合同部会）におい
て、新旧データ接続検討ＷＧの審議結果を部会の審議結果として取りま
とめた（平成27年度統計法施行状況に関する審議結果報告書案の一部と
した） 

 
（注） 基本計画部会、横断的課題検討部会、新旧データ接続検討ＷＧでの議事の詳細は、

統計委員会ホームページを参照されたい。 

［基本計画部会］ 

  http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/singi/toukei/kihon/kaigi.html 

［横断的課題検討部会、新旧データ接続検討ＷＧ］ 

 http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/singi/toukei/oudan/kaigi.html 
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Ⅱ 第Ⅱ期基本計画への取組状況

に関する審議結果 
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１ 経済センサス－活動調査の中間年における事業所母集団情報の整備 

第Ⅱ期基本計画では、経済センサス‐活動調査の中間年における、母集団情報の整

備のための統計調査の在り方について、総務省が、事業所母集団データベースの整備

状況を踏まえ検討することとされている。また、母集団情報の整備に当たり、企業及

び事業所に対する照会業務の拡充等に重点を置いた取組を推進することとされている。 

  

（１）施行状況報告等 

経済センサス‐活動調査の中間年における母集団情報の整備に当たっては、５年

に１度、同一時点で全ての事業所・企業等を対象に、調査員調査及び郵送調査で実

施される経済センサス‐基礎調査が基盤的な役割を担っている。この経済センサス

‐基礎調査については、諸外国の取組や「事業所母集団データベース研究会」にお

ける検討結果などを踏まえて、平成28年２月に、母集団情報の整備に係る見直し方

針の中で以下の取りまとめを行っている。 

①  企業構造・活動状況及び事業所の開業・廃業状況を経常的に把握するため、プ

ロファイリング活動による調査及び地域ごとのローリング調査に変更する方向で、

具体化に向けた検討を推進する。その際、統計調査員の業務効率化・高度化のた

めに、電子地図やタブレット端末等のＩＣＴの積極的な活用を図る。 

②  また、年次フレームの提供に加え、規模別、属性別等の事業所数等を把握する

小地域単位の統計を作成・提供するとともに、地域特性に応じた特別集計などを

柔軟かつ機動的に行う。 

 

（２）施行状況等に対する確認内容、今後の施策の方向性等 

経済センサス‐基礎調査を変更し、上記①及び②の取組を進めることについては、

企業の組織構造の変化や事業所の開業・廃業状況を適時的確に把握すること等に資

するものと考える。 

また、ＩＣＴの活用は、統計調査員の負担軽減や調査結果の迅速な提供にも有益

であると考えられる。 

ただし、従来の統計調査員の調査では捕捉しにくいインターネット活動中心の企

業の経済活動が拡大している状況を踏まえ、把握対象とする事業所概念の見直しや、

このような企業の捕捉方法の検討が必要である。また、法人企業に付与された法人

番号を事業所母集団データベースの母集団情報に活用した、更なる母集団情報の精

度向上についての検討も必要である。 

統計委員会としては、経済センサス‐基礎調査の試験調査結果等を踏まえたより

精度の高い調査手法の確立、より効率的なシステムの構築など、今後の具体化に向

けた動向を注視し、経済センサス‐基礎調査の変更に係る諮問審議や次年度以降の

統計法施行状況報告審議等を通じて、その推進を図る。 
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２ 売上高等の集計に関する消費税の取扱い 

第Ⅱ期基本計画では、売上高等の集計に関する消費税の取扱い（消費税込、消費税

抜の補正）について、総務省及び関係府省が、検討の場を設け、平成28年経済センサ

ス‐活動調査の企画時期までに結論を得ることとされている。 

 

（１）施行状況報告等 

 統計調査における売上高等の記入については、消費税込、原則消費税込（税抜記

入も許容）、決算値等の転記など、調査により対応は区々であり、消費税込と消費税

抜が混在した集計結果の場合、経済規模の把握精度に支障を及ぼす可能性もある。 

 このため、関係府省は平成26年７月から検討を開始し、平成27年５月に「統計調

査における売上高等の集計に係る消費税の取扱いに関するガイドライン」を決定し

た。同ガイドラインでは、消費税込と消費税抜が混在して報告された売上高等のう

ち、消費税抜の売上高等を税込補正して集計・公表するための標準的な指針が示さ

れ、当面、原則消費税込（税抜記入も許容）としている主要構造統計調査のうち、

事業所母集団ＤＢに記録する統計調査 (経済センサス（活動調査、基礎調査）、商業

統計調査、経済産業省企業活動基本調査)を中心に適用することとされている。 

各府省では、経済センサス‐活動調査については平成28年調査からガイドライン

を適用し（平成27年６月統計委員会答申済）、他の３統計調査も適用に向けた検討を

進めている。また、当面の適用対象の統計調査以外でも、工業統計調査においては

平成29年調査からガイドラインが適用され（平成28年１月統計委員会答申済）、中小

企業実態基本調査、特定サービス産業実態調査等についても検討が予定されている。

さらに、消費税率変更及び軽減税率導入に向けた対応など、情勢変化等に応じたガ

イドラインの見直しについても検討することとされている。 

 

（２）施行状況等に対する確認内容、今後の施策の方向性等 

統計調査における売上高等の集計に係る消費税の取扱いに関する共通のガイドラ

インの作成・適用の推進は、実態をより正確に反映した情報が提供され、共通のベ

ースで統計情報を評価できるといったユーザーの利便性向上につながる取組であり、

非常に有意義である。 

今後は、平成28年経済センサス‐活動調査及び平成29年工業統計調査に続き、他

の統計においても、先行事例を踏まえ、できるだけ早期、幅広に検討を推進するこ

とが必要である。それにより、国民経済計算などの加工統計も含め、統計全体の精

度向上及び正確性の確保、利用者の利便性の向上がさらに進むことが望まれる。 
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３ 第３次産業活動指数の基幹統計化 

第Ⅱ期基本計画では、第３次産業活動指数（以下「３次指数」という。）について、

経済産業省が、次回基準改定に向け、精度や利便性の向上など統計の有用性の更なる

向上を図り、その結果を踏まえ、基幹統計化の可否を検討し、次回基準改定までに結

論を得ることとされている。 

 

（１）施行状況報告等 

経済産業省は、平成27年９月に３次指数の平成22年基準改定を実施し、指数の基

準時及びウェイト算定年次を平成17年（2005年）から平成22年（2010年）に変更し、

併せて、業種分類、採用系列、季節調整法等の見直し、再編集系列の拡充を行った。

これにより、産業構造の変化に即したサービス活動の実態をより適切に反映した指

数に改めるとともに、多様な分析の用途に資するものとした。また、基準改定後は、

３次指数の分析事例を経済産業省統計ホームページ、フェイスブック等へ定期的に

掲載し、積極的に情報発信を行うとともに、３次指数を分かりやすく解説したマン

ガを作成して利活用の促進を図っている。 

一方、３次指数は、公的統計以外への依存度が高く、また、供給側統計の不足を

需要側統計や労働統計で代用している系列もある。統計精度の向上を図るためには、

個別業種の活動状況を適切に捉えた一次統計データの採用を増やすことが重要であ

るが、平成17年基準時に採用していた一次統計データの中には調査が終了となった

ものもあるなど、一次統計データの充実は進んでいない。こうしたことから、現状、

更なる精度向上は難しく、基幹統計化はできないとの結論に至った。 

 

（２）施行状況等に対する確認内容、今後の施策の方向性等 

経済産業省が、３次指数の平成22年基準改定において、サービス活動をより適切

に反映した指数に改め、また多様な分析の用途に資するものとしたこと、さらにホ

ームページ等を通じて積極的に情報発信することについては、利用者の利便性の向

上につながる取組であり、大変有意義である。 

また、基幹統計化の可否の検討については、３次指数の精度向上に必要な基礎デ

ータの拡充が不十分であることから、現時点において基幹統計化が困難との判断はや

むを得ない。 

一方、サービス産業に係る統計の横断的な整備は政府全体の課題でもある。サー

ビス統計の体系的な整備において大変重要な位置付けにある本統計においても精度

や利便性の向上など統計の有用性の更なる向上を継続的に図っていくことが望まれ

る。 
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４ 建築物リフォーム・リニューアルの把握 

第Ⅱ期基本計画では、建築物リフォーム・リニューアルについて、国土交通省が、

建設総合統計及び国民経済計算へ反映することを目的とした投資額の把握と、住宅施

策等の適切な推進に寄与するための工事内容ごとの投資額等の把握を図ることとされ

ている。 

また、建築着工統計で一部把握されている建築物リフォーム・リニューアル投資額

部分との重複に関する取扱いの整理なども行うものとされている。 

  

（１）施行状況報告等 

第Ⅱ期基本計画の課題に対応すべく、建築物リフォーム・リニューアル調査（以

下「本調査」という。）の調査内容の見直しを行い、平成28年度から見直し後の調査

を実施している。 

本調査の主な見直し内容については、以下のとおりである。 

① 調査基準期間を半年から四半期に変更 

② 建設総合統計等へ反映するため、改装・改修工事（資本形成部分）と維持・修

理工事（中間消費部分）に項目を分けて投資額を把握 

③ ＣＯ２削減等環境負荷低減など住宅施策等の適切な推進に寄与するため、省エ

ネルギー工事の部位別工事内容の把握 

④  本調査と建築着工統計調査との重複部分を把握するため、建築工事届提出の有

無についての項目を追加 

⑤  統計精度向上のため、調査対象者のうち、年間完成工事高の大きい特定の業種

は全数調査。また、大規模工事（住宅２千万円、非住宅２億円以上の工事）につ

いては、全ての個別工事の内容を調査 

なお、国民経済計算等への反映については、見直し後の調査により得られるデー

タの蓄積が必要であることから、遡及推計及び反映時期等の具体的事項について、

引き続き内閣府と調整を行う予定である。 

 

（２）施行状況等に対する確認内容、今後の施策の方向性等 

建築物リフォーム・リニューアルについて、建設総合統計及び国民経済計算へ反

映することを目的として本調査の見直しを行い、すでに平成28年度から見直しを反

映した調査を実施していることは評価できる。 

将来的には、四半期別ＧＤＰ速報に結果を反映させたいということであったが、

本調査の現状の公表時期では、四半期別ＧＤＰ速報での利用に間に合わない。今後、

必要に応じて速報値を公表するなど、少なくとも２次速報の利用に間に合わせるよ

うに努める必要がある。 

今後も、国民経済計算への反映に向けて内閣府と連携するとともに、建築物への

投資額の把握に努めていただきたい。 

また、改装に係る投資を改装・改修と維持・修理に分けているが、維持・修理は

サービス業に関わる部分もある。このため、関係府省は、常に他府省の統計の変更

状況を把握し、適切にその成果を自府省の統計に取り入れることが重要である。  
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５ 学校教育から就業へのライフコースを的確に捉える縦断調査の実施 

第Ⅱ期基本計画では、学校教育から就業へのライフコースを的確に捉える縦断調査

の実施について、予算の確保や実施体制等多くの課題が存在することから、文部科学

省が、既存調査との連携も含めて、実現に向けて検討し、平成 27 年度末までに結論を

得ることとされている。 
 

（１）施行状況報告等 

文部科学省では、厚生労働省が実施している 21 世紀出生児縦断調査（平成 13 年

出生児）1について、文部科学省を主体とする共管調査として実施していくことを両

省間で確認したこと等を踏まえ、調査の実施環境を整備するため、平成 28 年度予算

の概算要求及び定員要求を行った。 

その結果、本調査を実施するために必要な予算の確保や体制の整備ができたこと

から、平成 28 年５月に学識経験者で構成される研究会を設置し、調査内容や調査結

果の専門的な分析等の検討を開始した。こうした検討を踏まえ、平成 29 年 1 月調査

から、子供用と保護者用の調査票に、教育面を含む施策の企画立案等に資する調査

事項を追加するなどの変更を加えた上で、子供が就業に至るまでの約 10 年間にわた

り調査の実施を目指すこととしている。 

   これにより、学校教育段階での学力や就業意識等と就業やその後の職業生活との 

関係、さらには将来の安定した就業のために必要となる要因など、教育の効果の測 

定が可能となる。 

 

（２）施行状況等に対する確認内容、今後の施策の方向性等 

文部科学省が主体となって 21 世紀出生児縦断調査(平成 13 年出生児)の調査客体

に対し調査を実施することについては、当初の主目的である我が国の少子化対策の

みならず、学校教育、就業を含めた施策の企画立案等に資するものであり、非常に

有意義である。  

 しかしながら、本調査は、平成 13 年の調査開始当初に比べると、調査客体に脱落

が見られる。今後は、文部科学省に主体が移ることから、様々な方法によって脱落

した客体に対し調査を再度依頼すること等について、これまでの調査の枠組みを超

えた横断的な検討が望まれる。 

また、本調査は、子供と保護者を対象に、進学や就職などで移動が激しい今後 10

年間を捉えることから、これまで以上に調査客体に調査の趣旨や重要性を丁寧に説

明し、調査への協力について理解を得て、調査客体規模の維持、回答精度の向上を

図り、調査の精度を高めることが重要である。 

統計委員会としては、本調査の重要性に鑑み、今後とも文部科学省の取組状況を

注視し、確認する。  

                                                   
1 21 世紀出生児縦断調査（平成 13 年出生児）については、平成 27 年 10 月２日に統計委員会委員長から文
部科学大臣及び厚生労働大臣に対し、「文部科学省及び厚生労働省は、本調査が縦断調査として同一調査客
体に対する調査結果を積み上げていく重要な調査であり、将来的にもその結果を有効に活用するために、共
管調査としての継続実施に向けた検討を推進するとともに、必要な予算の確保や体制の整備に努める必要が
ある。」との意見書が提出されている。 
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６ ｅ－Ｓｔａｔによる情報提供機能の改善 

第Ⅱ期基本計画では、政府統計共同利用システムのｅ－Ｓｔａｔによる情報提供機

能の改善に当たっては、総務省が、利用者の満足度等を把握し、利用者の利便性の向

上に係る検討に活用するほか、ＡＰＩ 2機能の提供や統計ＧＩＳ 3の充実等の技術的研

究の推進等、統計データの高度利用についても検討することとされている。 

 

（１）施行状況報告等 

 総務省では、ｅ－Ｓｔａｔの利便性向上等を図るため、ｅ－Ｓｔａｔに対する意

見、要望を随時、ｅ－Ｓｔａｔのトップページより受け付けている。さらに、統計

有識者や各種学会・セミナー等の参加者から意見を聴取しているほか、ＡＰＩ機能

やｊＳＴＡＴ ＭＡＰ 4の利用者へのアンケートなどを実施し、主なものとして、以

下の対応を行っている。 

①統計データの探し方を具体的な事例を用いて分かりやすく紹介する「ｅ－Ｓｔ

ａｔの活用術」を、平成26年４月より提供開始 

②データベースのレイアウト設定画面の「絞込み」機能を、チェックボックス型

から、複数項目が同時に選択できる形式に変更 

③統計情報データベースに登録されている統計データについて、プログラムでの

データ一括取得を実現するＡＰＩ機能を用いたデータ提供機能を平成26年10月

より提供開始 

④平成27年12月～28年４月にかけて、統計データ利活用アプリケーション・アイ

デアコンテスト「ＳＴＡＴ ＤＡＳＨグランプリ2016」を開催 

⑤平成30年１月より提供予定の次期システムにて、検索機能、画面構成及び操作

方法を全面的に見直し、利用者が利用しやすい機能となるよう抜本的な改修を

実施予定 

また、統計データの高度利用については、以下の取組を行っている。 

①ＡＰＩ機能による統計データの高度利用環境の構築（平成26年10月サービス開

始） 

②統計ＧＩＳの機能強化（平成27年１月サービス開始） 

③統計データのＬＯＤ 5化（平成 28 年６月７統計の一部統計データについて提供

開始） 

 

（２）施行状況等に対する確認内容、今後の施策の方向性等 

ｅ－Ｓｔａｔの情報提供機能について、ｅ－Ｓｔａｔに対する様々な意見及び要

                                                   
2 ＡＰＩ（Application Programming Interface）：手作業によることなく、プログラムが自動で統計データ
を取得できるようになる機能 
3 ＧＩＳ（Geographic Information System）：デジタル化された地図に各種データを表示させ、地理情報を
参照できるよう表示したシステム 
4 ｊＳＴＡＴ ＭＡＰ（地図による小地域分析）：地図上に統計データを表示する機能に加え、利用者の保有
するデータを取り込んで分析する機能や、任意に指定したエリアにおける統計算出機能等を追加し、より小
地域の分析に特化した統計ＧＩＳ 
5 ＬＯＤ（Linked Open Data）：メタデータ（データを表す情報）を国際標準に準じた形式にし、そのデー
タに関係する他のデータへのリンク情報を付与したもの。オープンデータの最高水準ランクの形式として位
置付けられている。 
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望に対応した機能の追加や改修、統計データの高度利用可能な環境の構築などの改

善を行ったことにより利便性が向上していること、また、統計データ利活用アプリ

ケーション・アイデアコンテスト「ＳＴＡＴ ＤＡＳＨグランプリ2016」で一般の利

用者からアイデアを募ったことは、評価できる。 

ただし、一般の利用者を含めて更なる使い勝手の向上を求める声は根強い。ニー

ズを幅広く把握し、機能拡充することを期待する。また、各調査によって統計表の

表示方法が異なっているため、統一した形式でデータを利用できるように、データ

ベース化を推進することも重要である。このほか、検索機能の改善も必要である。

また、紙の報告書には記載されているがインターネット情報として掲載されていな

いことが多い、統計利用に関する重要な情報、例えば、調査項目や集計項目の定義、

利用可能なクロス集計と統計表番号との対応表などについて、インターネット情報

としてもわかりやすい場所に掲載するなど、ｅ－Ｓｔａｔの利便性向上に引き続き

努力することが重要である。 

一方、大半の統計情報がインターネットからダウンロード可能となってきている

現在では、紙の報告書とインターネットを通じた統計情報の提供の間には、新しい

役割分担が必要と考えられる。統計作成部局においては紙の報告書とインターネッ

トのそれぞれの特性をいかした情報提供のあり方について考え、双方の利便性が高

まるような工夫を望む。 
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Ⅲ 横断的課題に関する審議結果 
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新旧データ接続検討ワーキンググループ（以下「ワーキンググループ」という。）で

は、今後の各種統計調査の接続方法の改善を目指して「サンプル替えに伴い遡及改訂

する際の過去サンプルとの整合性確保のあり方」に関して集中的に審議を行い、その

結果を横断的課題検討部会に報告した。横断的課題検討部会は、その報告内容を了承

した。 

 

（１）関連統計の実態把握 

 ワーキンググループでは、遡及改訂が生じる要因を類型化したうえで、検討の対

象を「標本交替による断層への対応」及び標本交替が行われた際に同時に行われる

「母集団情報の変更に伴う遡及改訂」と整理した。また、対象となる統計調査を「月

次又は四半期で行われる無作為標本の統計調査」とした。そのうえで、代表的な統

計手法が用いられている統計調査として、基幹統計調査を対象に考え方の整理を行

った。具体的には、家計調査、労働力調査、個人企業経済調査、法人企業統計調査、

毎月勤労統計調査、商業動態統計調査、建設工事統計調査、自動車輸送統計調査、

内航船舶輸送統計調査、の９統計調査がこれに該当する（「（資料１）第１回ワーキ

ンググループ資料５ 現状報告（９統計）」参照）。 

上記９統計調査に関して、①新旧標本交替時の断層調整、②ベンチマーク 6更新有

りの場合の断層調整、等について検証し、次のような現状を把握した。第一に、①

の調整を行っているのは毎月勤労統計調査（第一種事業所<30人以上>）、１統計調査

のみである。また毎月勤労統計調査については、他の統計調査に比べて標本交替の

間隔が相対的に長いことも確認した（「（資料２）第２回ワーキンググループ資料３ 

関連９統計に係る整理 １．標本交替」参照）。第二に、そもそも参照すべきベンチ

マークが存在するのは、労働力調査、商業動態統計調査、毎月勤労統計調査（常用

雇用指数）の３統計調査のみであるが、これらはいずれもベンチマークを更新して

おり、その際に②の調整を行っている（「（資料２）第２回ワーキンググループ資料

３ ２．ベンチマーク」参照）。 

 

（２）望ましい方法 

以上の実態把握を踏まえ、ワーキンググループでは月次又は四半期で行われる無

作為標本調査に該当する各種統計調査の接続方法に係る「望ましい方法」（good 

practice）として次のとおり結論付けた。 

①標本交替による断層への対応 
・標本交替が分析結果に大きな影響を与えないよう、断層が過度に広がる前に標本

を交替させる。 

・それを前提として新旧計数をそのまま接続する。 

                                                   
6 通常の標本調査では、母集団名簿を利用して標本を抽出し、その標本を対象に調査を行ったうえで、母集

団全体の状態（例：売上総額）を推定する。一方、時点は限られるものの母集団に対する全数調査が実施さ

れており、標本調査の推定の対象となっている、母集団全体の「売上総額」等が別途判明する例もある。こ

こでは、そうした母集団全体の売上総額等を「ベンチマーク」と呼称している。 
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・過去及び将来の標本交替の時点を対外公表する。 

②母集団情報の変更に伴う遡及改訂 

・ベンチマーク（前項「脚注６」参照）となるものが存在する場合、それを利用し

て数値を確定する。 

・その際、過去値の遡及改訂により新旧ベンチマークに起因する断層を解消する（新

ベンチマークによる数値＜新基準による対象時点の値＞と旧ベンチマークによる

数値＜旧基準による対象時点の値＞の間を滑らかに接続する）（「（資料３）第３回

ワーキンググループ資料１ 別紙２ 母集団情報の変更に伴う遡及改訂における

断層の滑らかな接続イメージ」参照）。 

・遡及改訂の内容（遡及改訂を見送る場合はその事由）を対外公表する。 

また、上記の「望ましい方法」を補完するものとして「特性に応じた対応が望ま

しい方法」を次のとおり取りまとめた。 

・標本交替に際し、ユーザーニーズが強いものに関しては、継続標本による参考値

の作成を検討する。 

・個々の抽出された単位の調査期間が長いものに関しては、ローテーション・サン

プリングの実施を検討する。 

・精度の検証や所要の補正などに（ベンチマーク以外の）他の統計等を利用できる

ものに関しては、その活用を検討する。 

なお、ワーキンググループでは、サンプル替えの影響に係る計測方法についても

併せて検討したが、短期間では結論を出すことができなかったことから、これを今

後の課題と位置付けた。 

 

 

22



23



24



25



 

26


	①報告書案（本編）（※目次修正、ページ消し）
	目　次
	Ⅰ　検討の経緯等
	１　検討の経緯
	２　審議の対象（本報告書の対象）
	３　審議の進め方
	（２）審議事項の選定の考え方
	（３）審議事項等

	【審議体制】
	４　審議経過

	Ⅱ　第Ⅱ期基本計画への取組状況に関する審議結果
	１　経済センサス－活動調査の中間年における事業所母集団情報の整備
	２　売上高等の集計に関する消費税の取扱い
	（１）施行状況報告等
	（２）施行状況等に対する確認内容、今後の施策の方向性等

	３　第３次産業活動指数の基幹統計化
	（１）施行状況報告等
	（２）施行状況等に対する確認内容、今後の施策の方向性等
	（１）施行状況報告等
	（２）施行状況等に対する確認内容、今後の施策の方向性等

	６　ｅ－Ｓｔａｔによる情報提供機能の改善
	（１）施行状況報告等
	（２）施行状況等に対する確認内容、今後の施策の方向性等


	Ⅲ　横断的課題に関する審議結果
	（１）関連統計の実態把握
	（２）望ましい方法


	②報告書案（本編）Ⅲの資料1,2,3（※ページ消し）



